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東近江行政組合の給与・定員管理等について  

 

１  総括  

 (１ ) 人件費の状況（平成 29 年度普通会計決算）  

区  分 
住民基本台帳人口  

（ 29年度末）  

歳  出  額  

Ａ 

実質収支  人  件  費  

Ｂ 

人件費率  

Ｂ／Ａ 

（参考）  

28年度の人件費率  

29年度 
251,721 

   人   

3,662,577 

      千円 

60,913 

   千円  

2,287,705 

     千円 

62.5 

％  

68.0 

％  

  (注 )  1  人 口 は 、 平 成 3 0 年 3 月 3 1 日 現 在 の 住 民 基 本 台 帳 及 び 外 国 人 登 録 の 人 口 で あ る 。 

    2  人 件 費 に は 、 特 別 職 に 支 給 す る 報 酬 を 含 む 。  

      

 (２ )  職員給与費の状況（平成 29 年度普通会計決算）  

区  分 
職員数  

Ａ  

給      与      費 一人当たり給与費  

Ｂ／Ａ 給   料 職員手当  期 末 ･ 勤 勉 手 当        計  Ｂ 

29年度 
308 

 人  

1,091,153 

千円  

355,831 

千円  

435,750 

千円  

1,882,734 

千円  

6,113 

千円  

 （注）職員手当には退職手当を含まない。  

 

２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

（１）職員の平均年齢、平均給料月額の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

区  分 平 均 年 齢      平均給料月額 

一般行政職  47.9歳 359,163円 

消 防 職 38.1歳  297,600円  

（注）「平均給料月額」とは、平成 30 年 4 月 1 日現在における各職種の職員の基本給の平均である。   

       

 

 (２ ) 職員の初任給の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）                                         

区     分 
    東近江行政組合 国 

初任給 初任給 

一般行政職 
大  学  卒 （採用なし）  222,240円  

高  校  卒 （採用なし）  183,720円  

消 防 職 
大  学  卒  185,800円  －  

高  校  卒  156,800円  －  

 （注）現在、組合職員の採用は、初級消防職員のみであるため、大学卒初任給は学歴加算した額である。 
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(３ ) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

    区     分  経 験 年 数 1 0 年          経 験 年 数 1 5 年          経 験 年 数 2 0 年         

消 防 職 

大  学  卒 265,200円          309,325円           355,900円 

高  校  卒         236,650円          270,125円           311,200円 

 

３  級別職員数等の状況  

級別職員数等の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

職 務  

の 級  

職 務 の 名 称 
職員数  構成比  

一般行政職員  消 防 吏 員 

７級  

事務局長、事務局次長及び主監  

 

 

消防長、次長、防災担当監、主監、

近江八幡消防署長、八日市消防署

長及び愛知消防署長  

8 人  2.6% 

６級  

課長、事務長及び参事  

 

 

課長、上記以外の署長、参事及び

副署長  

 

25 人  8.1% 

５級  

課長補佐、事務長補佐、所長及び

主幹  

 

課長補佐、署長補佐、出張所長及

び主幹  

 

44 人  14.2% 

４級  

副主幹  

相当高度な業務を行う主査  

専門員  

係長  

相当高度な業務を行う主査  

専門員  

45 人  14.6% 

３級  

主査  

主任主事  

相当高度な業務を行う副主任主事  

主査  

相当高度な業務を行う消防士長  

特に高度な業務を行う消防副士長  

107 人  34.6% 

２級  副主任主事  
消防士長  

消防副士長  
30 人  9.7% 

１級  主事  消防士  50 人  16.2% 

（注）東近江行政組合職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

         

 ４ 職員の手当の状況  

(１ ) 期末手当・勤勉手当  

  

 

  

 

 

  

東  近  江  行  政  組  合                   国  

1人当たり平均支給額（平成 29年度）  

1,422千円 － 

（平成 29年度支給割合）  

        期末手当       勤勉手当  

          2 . 6 0月分      1 . 8 0月分  

（平成 29年度支給割合）                  

        期末手当       勤勉手当  

             2.60月分       1.80月分  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級による加算措置 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置 
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(２ ) 退職手当（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東  近  江  行  政  組  合  国  

（支給率）       自己都合     勧奨・定年  

勤 続 2 0 年          19.6695月分    24.586875月分  

勤 続 2 5 年          28.0395月分    33.27075月分  

勤 続 3 5 年          39.7575月分    47.709月分  

最 高 限 度 額    47.709月分     47.709月分  

 

1人当たり平均支給額      20,101千円     

（支給率）       自己都合     勧奨・定年

勤 続 2 0 年          19.6695月分    24.586875月分  

勤 続 2 5 年          28.0395月分    33.27075月分  

勤 続 3 5 年          39.7575月分    47.709月分  

最 高 限 度 額    47.709月分     47.709月分  

 

（注）退職手当の 1 人当たり平均支給額は、前年度の定年退職者（ 2 名）に支給された平均額である。 

(３ ) 地域手当（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

  ※ 平 成 2 2 年 4 月 か ら 支 給 無 し 。  

  

(４ ) 特殊勤務手当（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（平成 29年度決算） 17,003,120円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（平成 29年度決算） 66,418円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 29年度） 85.3％ 

手当の種類（手当数） 6 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

火 災 防 御 手 当 当該業務に従事した職員  火災現場での消防業務  1件 400円 

救 助 出 動 手 当 当該業務に従事した職員  救助現場での救助活動  1件 200円 

救 急 出 動 手 当  当該業務に従事した職員  救急現場での救急活動  1件 200円  

火 災 原 因 調 査 手 当  当該業務に従事した職員  火災現場での原因調査  1件 200円  

隔 日 勤 務 手 当  
勤務が 2日間に渡り 24時

間拘束される職員  
隔日勤務  月額 3,000円  

救 急 救 命 士 手 当  
救急救命士の資格を  

有する者  

救急救命士としての  

救急救命活動  
1件 1,000円（救命行為のみ）  

 

(５ ) 時間外勤務手当  

支給実績（平成 29年度決算）  77,490千円  

支給職員 1人当たり平均支給年額（平成 29年度決算）              337千円 

支給実績（平成 28年度決算）  77,360千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（平成 28年度決算）  362千円 
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(６ ) その他の手当（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

 手  当  名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同  

支給実績  

（ 29年度決算） 

支 給 職 員 1 人  

当たり平 均 支

給 年 額  

（ 29年度決算） 
扶 養 手 当      配偶者         6,500円  

子          10,000円  

父母等        6,500円  

満 16歳の年度初めから満 22歳

の年度末までの子 1人につき  

5,000円加算  

同  54,337,409円  262,500円  

 住 居 手 当      借家、借間（最高支給限度額）

27,000円  
同  11,722,336円  260,496円  

 通 勤 手 当      交通機関利用者 

（最高支給限度額）  55,000円 

２㎞未満支給無し又は  700円 

２㎞以上５㎞未満   2,000円 

５㎞以上10㎞未満   4,200円 

10㎞以上15㎞未満   7,100円 

15㎞以上20㎞未満   10,000円 

20㎞以上25㎞未満   12,900円 

25㎞以上30㎞未満   15,800円 

30㎞以上35㎞未満   18,700円 

35㎞以上40㎞未満   21,600円 

40㎞以上45㎞未満   24,400円 

45㎞以上50㎞未満   26,200円 

50㎞以上55㎞未満   28,000円 

55㎞以上60㎞未満   29,800円 

60㎞以上       31,600円 

同  26,081,770円  89,321円  

管理職手当 （組合事務局）  

事務局長        73,200円  

事務局、主監     62,400円  

課長、救急医療事務局事務長  

          50,300円  

参事         45,700円  

課長補佐、救急医療事務局事務

長補佐、主幹     39,100円  

 

（消防本部）  

消防長        73,200円  

次長、防災担当監、主監、近江

八幡消防署長、八日市消防署長

愛知消防署長        62,400円  

課長及び上記以外の署長  

          50,300円  

参事、副署長     45,700円  

課長補佐、署長補佐、主幹、出

張所長        39,100円  

異  39,434,400円  518,874円  
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５  特別職等の報酬の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）  
 

区       分  報  酬  の  額  

 

議  会  議  員  

議      長  月額      3,600 円  

副   議   長  月額      3,200 円  

議      員  月額      2,700 円  

監  査  委  員  
知 識 経 験 者 日額      5,000 円  

議 会 議 員 選 出 日額      2,700 円  

公   平   委   員  日額      5,000 円  

 
 
 

６  職員数の状況  

(１ ) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年 4 月 1 日現在）  

                                                                      
       区  分  
部  門 

職   員   数 対  前  年  
増  減  数 主 な 増 減 理 由            

平成 29年 平成 30年 

一  
般  
行  
政  
部  
門 

事務局  
 

救急医療  

6 
（ 2）  

2 

6 
（ 2）  

2 
0 

 
 

小   計  
[条例定数 ] 

8 
[11] 

8 
[11] 

0 
 
 

特  
別  
行  
政  
部  
門 

消防本部  
及び消防署  

298 
＜ 2＞  

299 
＜ 2＞  

1 育児休業職員分の採用による。  

小   計  
[条例定数 ] 

300 
[302] 

301 
[302] 

1 育児休業職員分の採用による。  

合   計  
3 0 8  

[ 3 1 3］  
3 0 9  

[ 3 1 3 ]  
1  

 
育児休業職員分の採用による。  

（注） 1 職員数は一般職に属する職員数である。  
    2 [ ]内は、条例定数である。  

3 （）内は、組合構成市町からの派遣職員で外数である。  
4 ＜＞内は、他の地方公共団体への派遣職員であり外数である。  

 

 

(２ ) 年齢別職員構成の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

区  分 
20歳  

 

未満 

20歳  

～  

23歳 

24歳  

～  

27歳 

28歳  

～  

31歳 

32歳  

～  

35歳 

36歳  

～  

39歳 

40歳  

～  

43歳 

44歳  

～  

47歳 

48歳  

～  

51歳 

52歳  

～  

55歳 

56歳  

～  

59歳 

60歳  

 

以上 
計 

職員数 
  

6 

人 

  

26 

人  

   

22 

人 

   

39 

人   

   

45 

人   

  

36 

人 

   

42 

人  

   

22 

人 

   

15 

人 

   

25 

人 

   

31 

人 

    

  

人  

    

309 

人 

 （ 注 ） 職 員 数 に は 、 嘱 託 職 員 及 び 臨 時 職 員 並 び に 構 成 市 町 か ら の 派 遣 職 員 は 含 ま な い 。  
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７  職員の研修状況（平成 29 年度）  

（ １ ） 一 般 行 政 職  

滋賀県市町村職員研修センター  

研修名  
係長級  

職員研修  

公会計担当  

職員研修  

給与事務担当  

職員研修  

例規担当  

職員研修  

私債権等徴収事務  

担当職員研修  

受講人数  1 1 1 1 1 

 （注）構成市町からの派遣職員は含まない。  

 

（２）消防職 

消  防  大  学  校 救急救命士 

上級  

幹部  
幹部  予防  警防  救急  救助  指揮隊  

高度  

救助  
養成  指導  

- 1 1 - 1 - - 1 4 1 

滋 賀 県 消 防 学 校 

初任教育  専科教育  幹部教育  特別教育  

7 20 6 12 

 

滋賀県市町村職員研修センター 

訴訟事務  

研修  

例規担当  

職員研修  

ワンペーパー  

プレゼンテーション  

情報公開個人  

情報保護研修  

給与事務担当  

職員研修  

1 1 1 1 1 

課長級  

職員研修  

課長補佐級  

職員研修  

管理職マネジメント

研修  

研修プランナー  

研修  

研修管理者  

研修  

2 2 1 1 1 

 

技   能   講   習 

ガス溶接  玉掛技能  酸欠主任  小型クレーン  

2 5 5 5 

 

その他 

水難救助  山岳遭難  大阪市消防局  京都市消防局  
全国市町村  

国際文化研修  

潜水技術  山岳救助  調査・指揮隊  予防  人事評価制度  

- - 2 1 １  



- ７ - 

８ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成 29 年度） 

 

区   分  

分   限   処   分  

免職  休職   降任  計  

一 般 行 政 職 0 0 0 0 

消 防 職 0 0 0 0 

 

区   分   

懲   戒   処   分  

訓告等  

免職  停職  減給  戒告  計  

一 般 行 政 職 0 0 0 0 0 0 

消 防 職 0 1 0 0 0 24 

（注）訓告等とは、地方公務員法に基づく分限、懲戒処分に該当しない口頭注意、厳重注意等  

を言う。  

 

９  職員の福利厚生の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）  

 

事    業    名  対    象    者  

総括安全衛生管理者会  総括安全衛生管理者  

安全衛生担当者研修会  安全衛生担当者  

定期健康診断  全職員  

定期健康診断（ 2 回目）  隔日勤務者  

特殊健康診断（高気圧健康診断）  潜水業務従事職員  

成人健康診断  30 歳以上の職員  

胃検診  35 歳以上の職員  

大腸検診  35 歳以上の職員  

子宮頸がん検診  20 歳以上の女性職員  

乳がん検診  20 歳以上の女性職員  

ストレスチェック  全職員  
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人事評価の状況  

  人事評価とは、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするために、職員

がその職務を遂行することに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で

行われる勤務成績の評価のことで、「能力評価」と「業績評価」により行います。 

当組合では、職員の育成と組織の活性化を目的に平成２８年度から人事評価制度

を実施しています。  

 

その他の事業  

  滋賀県市町村職員共済組合が実施する助成事業及びライフプラン支援事業等へ

の参加。  

 

 

１０  公平委員会への要求及び不服申立ての状況について  

 

(１ )勤務条件に関する措置の要求内容  

  特に無し  

   

(２ )不利益処分に関する不服申立ての状況  

  特に無し  

 


